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概要 
市町村合併に関する多くの先行研究では、合併が実現すると、財政支出に「規模の
経済性」が働き、行政規模拡大に伴う住人一人当たりの行政費用の低下を通じて、財
政支出の節約が期待できるとしている。しかし、実際に歳出削減が達成できたかどう
かを検証したものは少ない。 
本論文では、市町村合併による財政状況の変化を決算額と類似団体別市町村財政指
数表の分類を用いて算出した合成値を対比することで検証した。さらに、1 人当たり
の歳出入規模における合併前後の変化を、合併市町村と非合併市町村との間で比較し
た。 
類似団体から求めた合成値を用いた分析では次の結果が得られた。①合併直後は一
時的に歳出が増加し、その後減少していく。しかし、その減少幅は小さく、合併後経
過年数を経るによって縮小する。②初期に合併した市町村は類似団体グループのうち、
より非効率であった団体が合併したと考えられる。 
合併前後の比較では次の結果が得られた。③変化率で見た場合、ほとんどの指標に
おいて、非合併市町村の方がより効率化している。④「合併特例事業債」が合併市町
村の財政を支えており、非合併市町村と比べて合併市町村の歳出削減への意識が低下
してしまったことが考えられる。 
 これらの結果から、平成の大合併における市町村合併では歳出の削減効果が得られ
ていないということが明らかになった。 
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Abstract 
 
In this study the influence of "the great Heisei merger" of the 
municipalities in Japan on their budget efficiency is analyzed. 
Budget expenses are compared between merged municipalities 
and non-merged ones that belong to the same group 
characterized by population size and industrial structure. It is 
found that the merged municipality depraved their budget 
efficiency relatively to non-merged ones. The special merger 
bond is probably responsible for that. 
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第 1 章 はじめに 
 
1-1 背景  
 
いわゆる「平成の大合併」の目的は基礎的地方公共団体である市町村の行政サービスを
維持し、向上させ、また、行政としての規模の拡大や効率化を図ることとしている。この
取組の推進を目的とする制度上の仕組みも整備されてきた。 
 1999 年には地方分権一括法による「市町村の合併の特例に関する法律」の改正によって、
地方交付税の合併算定替がこれまでの 5 年から 10 年へと大幅に延長された。さらに、市町
村合併に伴い特に必要となる事業について、地方財政法に規定された経費に該当しないも
のでも充てることができる合併特例事業債が創設された。そして、2000 年には町村合併の
市制要件の緩和（4 万人から 3 万人）がなされた。これらが市町村合併促進の起点となった。   
その結果、1999 年 4 月には 3,229 であった市町村数は、2014 年 4 月には 1,718 までに
減少した。減少率は、46.8％である。(図 1) 
 平成の大合併に関しては、これまでに様々な観点から検証が行われている。その中でも、
市町村合併が財政活動の効率化に及ぼす影響の検証は、多くの市町村が財政状況の改善を
目的として市町村合併を行っている状況を踏まえると、非常に重要な研究であると言える。 
 しかしながら、これまでに行われてきた平成の大合併の歳出削減効果についての研究の
多くは、吉村(1999)を始めとする自治体の最適規模に関する研究である。これらの研究は、
自治体には最適な人口規模が存在し、それよりも人口の少ない市町村では市町村合併によ
り規模の経済の効果を得ることができると結論づけているものの、合併によって市町村の
歳出が削減される可能性を示しているにすぎない。 
 総務省が公表している『「平成の合併」の総括』では、合併の本来の効果が現れるまでに
は 10 年程度の期間が必要であるとある。すでに平成の大合併の本格化から 10 年が経過し
ており、これからは市町村合併の効果について推計するのではなく、実際に市町村合併に
どれほどの財政効率化の効果があったのか分析することが求められる。 
 
1-2 先行研究 
 
市町村合併に関する先行研究の多くは、吉村(1999)や林(2002)に代表されるように住民 1
人当たり歳出が人口規模に対して U 字型になるという考え方をベースとして最適行政規模
を求め、市町村合併によってどの程度歳出削減が可能になるかを定量的に検証している。
その結果、多くの研究では市町村合併により規模の経済性が働き、一人当たり歳出額が削
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減可能であると結論付けられている。しかし、実際に歳出削減が達成できたかどうかを検
証したものは少ない。 
 
その中でも宮崎(2006)では、1990 年代の市町村合併が自治体の歳出総額や人件費、扶助
費といった性質別歳出に及ぼす影響に焦点を当て、1990 年と 2000 年の 2 期間の全国市町
村パネルデータを用いて分析している。その結果、合併後一時的に 1 人あたり歳出は増加
するが、その後徐々に減少していくことを明らかにしている。つまり、市町村合併には歳
出削減効果があるという結果を導いている。しかし、宮崎(2006)は平成の大合併が本格化す
る前のデータを使用しているため合併市町村のサンプル数が 10 と少なく、合併特例法を適
用した市町村合併を行っているのは平成の大合併の第 1 号の兵庫県篠山市のみである。 
西川(2009)は、合併前市町村のデータを用いた回帰分析を行い合併前の各市町村の「推定
歳出」単純合計と平成の大合併により成立した合併市町村の「合併後推定値」を求めるこ
とで合併による歳出削減効果を算出している。その結果、市町村合併がもたらす歳出削減
効果は合併した自治体数とともに合併の組み合わせにも依存することを指摘している。 
 湯ノ上、広田(2011)では総務省自治財政局が作成している「類似団体別市町村財政指数表」
の類型を用いて 1998 年における各自治体の歳出合成値を算出し、合併市町村の 2006 年ま
での決済額と合成値を対比することで財政面における市町村合併の評価、さらにパネルデ
ータを用いた固定効果推定を行い、議会費と合併経過年数の関係を検証している。その結
果、大きな削減幅でない可能性はあるが、合併経過年数を経るごとに歳出削減効果がある
という結論になっている。 
 林(2013)では、市町村合併の効果を単位あたりコストに及ぼす影響と、規模の経済に及ぼ
す影響とに分離して検証を行っている。その結果、分析の対象の 425 の合併しのうち、315
市については歳出削減効果が現れており、平成の大合併には一定の効果があったと結論づ
けている。 
  
1-3 目的と方法 
  
本研究では、合併の目的の一つとして考えられていた、行政財の効率化が本当に達成さ
れているのかを検証し、平成の大合併を評価することを目的とする。そのために以下の 2
つの分析を行った。 
①市町村合併による財政状況の変化を平成の大合併開始後の決算額と類似団体別市町村
財政指数表(総務省自治財政局)の分類を用いて算出した合成値を対比することで検証した。
特に、決算額と合成値の比率が合併後どのように変化するかに着目して分析を進める。こ
の分析では、人口規模と歳出構造の近い自治体同士で比較を行うことで、当該市町村が効
率的な財政運営を行っているかを調べることができる。 
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②歳出総額、扶助費、公債費、物件費、人件費、歳入総額、地方税、普通交付税、地方
債における合併前後の変化率を回帰分析を用いて推計し、合併市町村と非合併市町村との
間で比較を行った。 
市町村合併は、単純に人口や面積の規模が拡大するだけでなく、産業構造等の地域特性
が変化するものである。①の分析では、合併経過年数だけでなくある程度地域特性を考慮
した分析を行うことができる。しかし、歳出のみに焦点をあてているため、②の分析では、
①の分析では考慮できていない人件費や物件費などの合併によって大きな影響を受けると
考えられる要素について検証する。 
 
 
図 1 市町村数の推移 
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第 2 章 類似団体を用いた分析 
 
2-1 類似団体比較 
 
この分析には、市町村の財政状況がどのように変化してきたかを検証するため、総務省
財政局財務調査課が作成している「類似団体別市町村財政指数表」による分類を用いる。 
 類似団体比較とは、全国の市町村について、特別区、政令指定都市、中核市、特例市、
都市と町村と分け、それぞれを人口と産業構造の観点から複数の類型に区分し、各類型に
該当する市町村の決済額等の平均値を指数化し、その指数と各市町村の実際の姿を比較す
るものである。類似団体の分類を利用した代表的な比較分析では、各市町村が公開してい
る歳出比較分析表などがある。これは当該市町村と類似団体の歳出をチャート図で表した
ものであり、財政規模の比較が容易にできる。 
 類似団体は、町村のケースでは人口 5,000 人未満で、第 2 次・第 3 次産業の構成比が 80％
未満という町村類型Ⅰ－0 から、人口 20,000 人以上、第 2 次・3 次構成比が 80％以上かつ
3 次産業構成比が 55％以上という町村類型Ⅴ－2 まで分類される。市のケースでは人口
50,000 人未満で、第 2 次・第 3 次産業の構成比が 95％未満かつ 3 次産業構成比が 55％未
満の市類型Ⅰ－0 から、人 150,000 人以上、第 2 次・3 次構成比が 95％以上かつ 3 次産業
構成比が 65％以上という市類型Ⅳ－3 まで分類される。 
 この類似団体を用いた比較分析を行っている先行研究としては、総務省の「市町村合併
による効果について」（市町村の合併に関する研究会 平成 17 年度報告書）という報告書
があげられる。この報告書では合併後 10 年以降は、年間約 1.8 兆円の効率化が達成できる
としている。しかし、この研究では合併後間もない新市町村とその市町村が新たに属する
類似団体との比較が行われている。この方法では、新市町村へ移行途上にある市町村と既
存の市町村を比較することになってしまうことになってしまう。 
 そこで本論文では、合併後歳出と市町村が合併前に属していた類似団体の当該市町村を
除いた歳出の平均を比較することで市町村合併の評価を行う。算出した類似団体の合成値
は、合併をしなかった場合の歳出として扱い分析を行う。もし、実際の決算額が合成値を
したまわるのであれば、その市町村は属する類型の他団体と比べて効率的な財政運営がで
きているととらえられる。逆に、合併によって歳出が増えてしまっている場合には、合成
値は、合併後に少なくとも達成すべき目標値ととらえることができる。この類似団体を用
いた比率の分析は、1998 年度の歳出と比較することが目的ではなく、1998 年を基準として、
合併団体・非合併団体の歳出がどのように変化しているかを検証することを目的としてい
る。 
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2-2 データ 
 
分析に用いるデータの基準年は 1998 年度とした。これは、平成の大合併の第 1 号事例で
ある兵庫県篠山市の合併よりも以前のデータを利用するためである。表 1、表 2 には、1998
年度時点の類似団体の分類と当時属していた市町村数を示している。 
各市町村の決算データは 1998 年度から 2012 年度の「市町村別決済状況調」を利用し作
成した。また、特別区は分析の対象外とし、1998 年度の時点では定められていなかった特
例市も類型には含まれていない。 
 
表 1 市の分類と当該市町村数 
 
 
表 2 町村の分類と当該市町村数 
 
 
2-3 合成値の作成法 
 
 広田・湯之上(2011)で使用された算出方法より合成値を作成する。ここで、市町村 i の歳
出を𝐸𝑖とする。類似団体の歳出の合成値は?̃?𝑖と表す。 
まず、市町村合併をしていない未合併団体の合成値の作成方法について説明する。平成
の大合併の時期に合併しなかった弘前市を例にあげる。1998 年度に弘前市は人口が
150,000～200,000 人、産業構造は２次、３次産業の構成比が 95％未満かつ 3 次産業構成比
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が 55％以上なので、都市類型Ⅳ－1 のグループに属する。当時このグループには 7 団体が
属していたので、弘前市の類似団体歳出の合成値は(1)で算出される 
 
ẼHirosaki =
𝐸(iv−1),1+𝐸(𝑖𝑣−1),2+⋯+𝐸(𝑖𝑣−1),6
7−1
            (1) 
 
 (1)式の分子は、自らの歳出水準が及ぼす影響を排除するため弘前市の歳出を除いた都市
類型Ⅳ－1 の歳出合計である。分母はⅣ－1 に属する団体数から弘前市を除いた数である。
同様に、合併しなかった市町村 i の類似団体の合成値は(2)式で算出される。 
 
Ẽi =
∑ 𝐸𝑖𝑡𝑦𝑝𝑒1998−𝑖∈𝑆𝑡𝑦𝑝𝑒1998 𝐸𝑖
𝑛𝑡𝑦𝑝𝑒1998−1
                      (2) 
for type1998∈[町村Ⅰ-0⋯都市Ⅳ－3]        
 
ここで、𝑆𝑡𝑦𝑝𝑒1998 は類似団体ごとの市町村の集合を表している。 
次に、合併団体の合成値の算定方法について説明する。例として、篠山市は兵庫県篠山
町(Ⅴ－2、41 団体)、西紀町(Ⅰ－2、136 団体)、丹南町(Ⅳ－3、103 団体)、今田町(Ⅰ－3、
53 団体)の４町が合併して誕生した。(2)式から求めたこの４町のそれぞれの合成値の和を篠
山市の合成値とする。これを式で表すと(3)式となる。 
 
ẼSasayama
MM =
𝐸
(Ⅴ−２),1+⋯+𝐸(Ⅴ−２),40
41−1
+
𝐸
(Ⅰ−2),1+⋯+𝐸(Ⅰ−２),136
136−1
              
+
𝐸
(Ⅳ−3),1+⋯+𝐸(Ⅳ−3),102
103−1
+
𝐸
(Ⅰ−3),1+⋯+𝐸(Ⅰ−3),52
52−1
     (3) 
        =ẼSasayama + ẼNishiki + ẼTannan + ẼKonda             
                                            
同様に、合併団体の合成値の算定は(4)式で算出される。 
 
Ẽk
MM = ∑𝑗∈𝑆𝑘𝑀𝑀
Ẽi                  (4) 
(4)式の Ẽ
ｋ
MMは、合併によって新たに誕生した団体 k の類似団体を用いた合成値を表し、
𝑆𝑘
𝑀𝑀は合併に参加した団体の集団を表す。最終的に、市町村の決済額と作成した合成値を
比較すると(4)式になる。 
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Ei
 Ẽk
MM
>
=
<
1                    (5) 
 
(5)式で求まった比率が 1 よりも大きい場合は、合併開始前の 1998 年時点での歳出額より
も多く歳出していることになり、財政効率が悪化していると言える。逆に 1 よりも小さい
場合は、財政が効率化している。 
 
2-4 分析結果 
 
 図 2、図 3、図 4 は(5)式から求めた市町村の決算額と類似団体から作成した合成値の比率
のヒストグラムである。 
図 2 は平成の大合併開始からまもなくである 2001 年度の比率を示している。合併市町村
数は少ないが、比率が 1 よりも大きい団体が多い。このことから初期に合併した市町村ほ
ど歳出が高くなっていることがうかがえる。図 3 は、平成の大合併が終わったばかりの 2006
年度の結果を示している。合併団体は非合併団体よりも歳出が膨らんでいる自治体の割合
が多いことがわかる。 
非合併団体の多くは、比率が 0.6 から 1.0 であるのに対して、合併団体の比率は 0.8 から
1.0 を中心として分布が右に偏っていることがわかる。また、非合併団体の分布を比べると、
1.0 より大きい値をとっていた自治体の数が大きく減少している。このことから、合併が最
も盛んに行われた、2005 年度、2006 年度に合併を果たした自治体は、もともと財政効率の
悪かった自治体が中心であったことが考えられる。 
図 4 は合併特例法の期限が切れ、平成の大合併に一区切りがついたとされる 2012 年度の
ヒストグラムである。2006 年度と比べると、比が 1.0 より小さい合併市町村の割合が増え
ていることがわかる。この理由として、平成の大合併のピーク時に合併を果たした市町村
において、合併直後の歳出の一時的な増加が時間経過によって緩和されたことが考えられ
る 
 図 5 は、市町村の決済額と類似団体から作成した合成値の比率の平均の推移を示したグ
ラフである。1998 年度のデータを基準としているため、比率の大小は 1998 年度の最終と
比較した値になっている。この図では、合併をしなかった非合併市町村の比率の平均値と、
合併市町村の比率の平均値、そして、平成の大合併の最初の例である篠山市の比率を示し
ている。合併団体の比率が非合併団体の比率をやや上回っている点や、合併直後の篠山市
の決算額が、類似団体と比較して大きくなっていることがわかる。合併初期では歳出が一
時的に増大することは最初から予想されていたが、2006 年度には非合併市町村の類似団体
歳出よりも下回る結果となった。しかし、図 5 の結果はクロスセクションデータから計算
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した値であるため、合併したばかりの団体と合併して数年経った団体の合成値が混在して
いることに注意しなければならない。 
 篠山市は、合併特例債の活用によって合併関連事業を含めた公共事業による大幅な歳出
増加が懸念された自治体であった。合併直後には比率が大きく 1 を超えていたが、歳出は
減少傾向にある。しかし、その減少幅は大きいものではなく、合併から 10 年以上が経過し
ても、篠山市の歳出額は合併以前の水準に戻ることはなかった。このことから、合併によ
る歳出削減効果が薄れていく可能性があることが明らかになった。 
 
 
 
図 2 2001 年度歳出比率のヒストグラム 
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図 3 2006 年度歳出比率のヒストグラム 
 
 
 
 
 
図 4 2012 年度歳出比率のヒストグラム 
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図 5 歳出比率の平均 
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第 3 章 効率性の検証 
 
3－1 分析方法 
  
 自治体の財政に対する市町村合併の効果についての研究の多くは、その多くがケースス
タディである。全国的な統計分析としては、総務省により設置された市町村の合併に関す
る研究会が、合併により市町村の財政がより効率化したという分析結果を示している。し
かし、その方法は合併した自治体と合併していない自治体の数値を単純平均するというも
のであり、自治体の規模や合併の形式などが多様であることからすれば、適切であるとは
いえない。 
 一方で、今井(2008)は合併市町村の合併前の期間について、その後に合併する自治体の集
計値を計算し、その変化の推移を合併しなかった自治体との間で比較している。分析の結
果、地方債残高額、普通建設事業費決済額、人件費決済額、職員数では、合併していない
自治体のほうがより減少しており、積立金現在高では合併していない自治体のほうがより
低下しているという結果が得られている。つまり、期待された「規模の経済」の効果とは
逆に、合併していない自治体のほうがより効率化していたという結果になった。しかし、
この分析では合併が本格化した 2005 年までの決算額で分析を行っているため、合併市町村
のサンプル数が少なく、平成の大合併の効果について分析しきれているとは言い難い。 
 本章では、合併の有無の違いが財政指標の変化にどのような違いを与えているかを回帰
分析により検証する。回帰式は次の(4)式である。 
 
Yi = 𝑋𝑖𝛽1 + 𝑀𝑖𝛽2 + 𝑢𝑖       𝑖 = 1, … , n          (4) 
 
ここで、n はサンプル数を示している。Yiは合併後の財政指標の値を合併前の値で割った値
である。これは、合併前後の変化率を表している。𝑋𝑖は人口、𝑀𝑖は 0(非合併)、1(合併)の値
をとるダミー変数𝛽1、𝛽2は 1 次元の係数ベクトル、𝑢𝑖は誤差項である。 
また、合併有無の違いによる財政指標の変化率は次のように推計される。 
 
合併市町村  : Xi𝛽1 + 𝛽2 + 𝑢𝑖            (5) 
 
非合併市町村  : X𝑖𝛽1 + 𝑢𝑖                 (6) 
 
このように推計した変化率を比較することで、合併による効率化の検証を行う。 
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3－2 データ 
 
 分析では、2009 年 3 月 31 日時点での合併状況を基準にした。ここでの自治体には、市
区町村 1,800 が含まれており、そのうち合併を経験した市町村は 574、未合併が 1,226 であ
る。分析に用いる変数は地方財政状況調べより、人口・歳出総額・扶助費・公債費・物件
費・人件費・歳入総額・地方税・普通交付額・地方債を引用する。また、財政指標につい
ては、一人あたりの値の対数値を用いる。たとえば、歳出総額の場合、Log(歳出総額/人口)
となる。合併前の値は 2001 年度、合併後は 2008 年度を基準としている。また、合併自治
体の合併前の期間は、類似団体比較と同様に、その後に合併する自治体の集計値を計算し
た。 
 
3－3 分析結果 
 
 回帰分析の結果、図 6～14 の結果が得られた。(5)式(6)式にそれぞれの推計結果を当ては
め、求めた推計値を合併前後で比較すると、地方税を除き、すべての変化率で「合併」よ
りも「非合併」のほうが低いという結果になった。つまり、合併していない自治体のほう
がより効率化していることになる。多くが 1 ポイント前後の小さな違いである中で、地方
債における差が目立っている（図 14）。この差をもたらしているのは、地方債収入のうちの
「合併特例債事業費」である。合併した自治体における 2008 年度の「市町村合併特例事業
費」による収入を平均額で見ると約 11 億 6 千万円にのぼり、これが合併市町村の収入源を
補っている。自治体の地方債による収入は軒並み減少しており、「市町村合併特例事業債」
が合併自治体の財政を支えていることがわかる。 
また、地方税の場合、非合併市町村が合併市町村を上回っている。(図 12)つまり、非合
併市町村は国からの交付税、地方債による収入は大きくダウンした一方、地方税による収
入は増加している。 
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図 6 歳出総額の推定結果 
 
  
重相関 R 0.107440478
重決定 R2 0.011543456
補正 R2 0.01073391
標準誤差 0.026024801
観測数 1800
係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 0.985249603 1253.941762 0.982216687 0.98528252 0.981733856 0.98576535
人口 1.47366E-08 3.776130301 7.08012E-09 2.23931E-08 4.66851E-09 2.48047E-08
合併ダミー 0.01008261 -3.902847327 0.0085692 0.0085960 0.0085650 0.0086002
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図 7 扶助費の推定結果 
 
  
重相関 R 0.298504351
重決定 R2 0.089104847
補正 R2 0.088358823
標準誤差 0.525405731
観測数 1800
係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 1.232879906 84.34092893 1.201932392 1.263827419 1.192184685 1.273575127
人口 -8.61057E-07 -10.92884588 -1.01563E-06 -7.06483E-07 -1.06432E-06 -6.57796E-07
合併ダミー 0.0858291 1.028098728 0.083674634 0.087983566 0.082996031 0.088662169
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図 8  公債費の推定結果 
  
重相関 R 0.370849275
重決定 R2 0.137529185
補正 R2 0.136822821
標準誤差 0.225618012
観測数 1800
係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 1.028732807 157.4819231 1.066735198 1.066735198 1.066735198 1.066735198
人口 -4.72084E-07 -13.95349698 -5.38461E-07 -4.05708E-07 -5.59368E-07 -3.84801E-07
合併ダミー 0.02585958 -0.370033574 0.026814858 0.026814858 0.026814858 0.026814858
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図 9 物件費の推定結果 
 
  
重相関 R 0.401477343
重決定 R2 0.161184057
補正 R2 0.160497066
標準誤差 0.240256841
観測数 1800
係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 1.018373721 145.616559 1.036209573 1.064512849 1.031752154 1.068970268
人口 -5.51854E-07 -15.31741697 -6.22537E-07 -4.8117E-07 -6.44801E-07 -4.58907E-07
合併ダミー 0.00918121 2.425947162 0.00934201 0.00959718 0.009301824 0.009637366
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図 10  人件費の推定結果 
 
  
重相関 R 0.396975074
重決定 R2 0.157589209
補正 R2 0.156899274
標準誤差 0.221131155
観測数 1800
係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 1.002471152 155.7543181 0.989446057 1.015496246 0.985343472 1.019598832
人口 -5.01155E-07 -15.11329326 -5.66211E-07 -4.36098E-07 -5.86702E-07 -4.15607E-07
合併ダミー 0.01103172 0.400276065 0.010888385 0.011175055 0.010843238 0.011220202
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図 11  歳入総額の推定結果 
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図 12  地方税の推定結果 
 
 
  
回帰統計
重相関 R 0.300802443
重決定 R2 0.09048211
補正 R2 0.089737214
標準誤差 0.343233426
観測数 1800
係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 1.05961922 108.3946758 1.039401842 1.079836198 1.033033927 1.086204112
人口 -5.67265E-07 -11.0213189 -6.68244E-07 -4.66286E-07 -7.0005E-07 -4.3448E-07
合併ダミー -0.00207000 0.400860831 -0.39805795 0.313002571 -0.509955505 0.424900126
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図 13 普通交付額の推定結果 
  
重相関 R 0.010459199
重決定 R2 0.000109395
補正 R2 -0.000709516
標準誤差 0.870930899
観測数 1800
係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 0.94225386 35.75061089 0.890954181 0.99355354 0.87479604 1.009711681
人口 -4.77338E-08 -0.3654938 -3.03961E-07 2.08493E-07 -3.84666E-07 2.89199E-07
合併ダミー 0.01551888 -3.333167463 0.016412432 0.014717601 0.016715582 0.014482079
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図 14  地方債の推定結果 
 
  
重相関 R 0.16042203
重決定 R2 0.025735228
補正 R2 0.024937304
標準誤差 0.485403853
観測数 1800
係数 t 下限 95% 上限 95% 下限 99.0% 上限 99.0%
切片 0.938562581 68.22942685 0.909971263 0.967153899 0.900965699 0.976159462
人口 -4.1338E-07 -5.67915001 -5.56185E-07 -2.70574E-07 -6.01165E-07 -2.25594E-07
合併ダミー 0.06969628 4.259609211 0.067573131 0.071819429 0.066904391 0.072488169
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第 4 章 結論 
 
 平成の大合併は自治体の規模の拡大により規模の経済を享受し、合併市町村の財政の効
率化を図ることを 1 つの目標としていた。しかし、本研究の分析結果によれば、合併によ
る歳出の削減効果は、合併にかかる諸経費により一時的に膨らんだ歳出が元の状態に近く
なるとその効果が薄れていくことが明らかになった。加えて、合併前後の期間において、
非合併市町村は合併市町村よりも多くの財政指標において効率化していることも明らかに
なった。 
 合併市町村の収入を支えていたのは何より合併特例事業債であり、これにより、非合併
市町村が三位一体改革等による厳しい財政状況のなかで、財政を切り詰めざるを得ない状
況に置かれていた一方で、合併特例債に頼ることができた合併市町村は財政の効率化への
意識が低下してしまっていたと考えられる。この要因が合併によって得ることのできる規
模の経済の効果を上回ってしまったことで、市町村合併は財政の効率化をもたらすことが
できなかったと言える。 
本研究の結果では平成の大合併は財政の効率化という面ではかえって逆効果をもたらし
たということができる。しかし、合併自治体に対する財政支援措置の 1 つである合併算定
替の期限は 10 年であり、経過措置を含めると 15 年である。平成の大合併において、合併
が最も集中したのは 2004 年～2005 年であるから、合併算定替の効果が消滅するのは 2019
年～2020 年となる。この時期までには合併自治体も財政の縮小を強いられることになる。
したがって本研究における分析内容は暫定的な結果と位置づけられるべきである。よって
平成の大合併の効果の検証に関しては継続した研究が必要である。 
最後に、本論文の課題について述べる。本研究で行った 2 つの分析は、どちらも「合併市
町村」と「非合併市町村」の 2 つの分類を比較したものである。この分析では、合併後の
財政状況に影響をあたえると考えられる合併方式の違いを考慮できていない。また、合併
直後の不安定な自治体と合併後に十分に時間が経過した自治体を同列に扱っている。これ
らの要素を考慮した上で、より詳細に市町村合併が財政効率に与える影響について検証す
る必要がある。 
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